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１ 公募の趣旨 

東京都（以下「都」という。）では、現在、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」とい

う。）に基づき、多様な地域生活基盤の場の整備を推進しています。しかし、都市部で

は地価水準が高く、用地取得が困難であることなどにより、十分な整備が進んでおり

ません。 

このため、都では、区市町村と密接な連携の下、都有地を社会福祉法人等の民間事

業者（以下「事業者」という。）に低廉な価格で貸し付けることにより、地域の福祉イ

ンフラ整備を促進することにしました。 

今回の公募は、都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（障害）

（平成１９年３月２３日付１８福保障計第１３４２号。以下「実施要綱」という。）

に基づき、調布基地跡地内の土地（「当該都有地」という。）に主に重度知的障害者

（強度行動障害）を対象とした生活介護事業所等を整備し、質の高い福祉サービスを

継続的に提供する事業者を募集するものです。 

また、当該都有地は、調布基地跡地土地利用計画において、社会福祉施設を設置す

ることとなっており、その設置は三鷹市となっていますが、他の社会福祉施設を設置

した際にも三鷹市、府中市及び調布市（以下「三市」という。）で連携し設置してき

たことから、今回の社会福祉施設設置についても三市の需要等を勘案したものになっ

ています。 

三市においては、重度知的障害者（強度行動障害）を対象とした施設が不足してお

り、重度知的障害者（強度行動障害）が日中活動できる場が限られています。 

また、こうした方たちの家族のレスパイトケアに対する資源も不足しており、これ

らの課題に対応するため、当該都有地を活用し、障害者施設等の整備をするための検

討を進めてきました。 

今回の事業者公募は、プロポーザル方式により、三鷹市による事業者選定委員会に

おいて、この要項に定める応募資格を満たす応募事業者からの施設整備や運営等の具

体的な提案について、書類審査及びヒアリングを実施し総合的に評価した上で推薦さ

れた事業者について、三鷹市長が都へ意見書を提出します。都は、意見書に基づき都

有地等利用事業者選定審査会において、審査を実施し、事業者を決定します。 

 

２ 公募施設及び規模等 

本事業は、都が土地を賃貸し、土地を借り受ける事業者（以下「借受者」という。）

が自ら障害者施設を整備し、運営していただくものです。 

（１）整備する事業及び定員 

ア 生活介護（定員２０名） 

障害者総合支援法第３６条に規定する施設として指定を受け、生活介護事業

を実施すること。 
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   イ 短期入所（定員９名） 

     障害者総合支援法第３６条に規定する施設として指定を受け、短期入所事業

を実施すること。 

【注意】 

・ア、イ、いずれも主に重度知的障害者（強度行動障害）を対象とします。 

・重度の知的障害者（強度行動障害者）の受入れを考慮し、余裕を持った設

計としてください。 

・整備・運営する事業は、法令や条例、要綱等の改正により変更となる場合

があります。 

（２）開設時期 

令和 8 年 1 月（予定） 

（３）留意事項 

障害福祉サービス事業所の整備に関して、事業者はそれぞれ関係する法令の規定

に基づく施設基準を満たすとともに、「７ 施設整備及び運営に関する基本的事項」

による条件を満たすことが必要です。 

（４）その他 

   本事業と同時に、隣接する敷地においても障害者施設の事業者公募を行っており

ます。 

 

３ 応募資格 

今回の募集に応募できる事業者は次の（１）から（４）の要件をいずれも満たす事

業者とします。複数の事業者が共同で申し込むことはできません。 

（１）主体 

以下のいずれかの法人格を有することが必要です。 

ア 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人 

イ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９条に規定する医療法人 

ウ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条に規定する特定非営

利活動法人 

エ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）に

規定する一般社団法人及び一般財団法人 

オ 日本赤十字社法（昭和２７年法律第３０５号）に規定する日本赤十字社 

（２）事業実績 

障害者総合支援法に規定する障害福祉サービス（※）を令和４年４月１日現在に

おいて１年間以上運営しているとともに、以下の２要件を満たす事業者とします。 

ア 生活介護を運営していること。 

イ 施設入所支援又は短期入所のうち、いずれか一つ以上を運営していること。 

※ 障害者総合支援法第５条に規定する障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、

療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労
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継続支援、就労定着支援、自立生活援助及び共同生活援助）または児童福祉法第６条の２の２に規定する

障害児通所支援（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援

及び保育所等訪問支援）若しくは第４２条に規定する障害児入所施設を指す。 

（３）財務状況 

   ア 応募時において、事業開始当初の運営資金が確保されていること。 

     年間事業費（予算額）の１２分の２以上を自己資金で確保していること。（金

融機関からの借入金は認めない。）。 

   イ 応募時において、債務超過でないこと。（現状及び整備計画による負債総額が

資産総額の２分の１を超えないこと。）債務超過を解消するため出資等を行い、

補助申請時点では債務超過が改善している場合であっても原則認められません。 

   ウ 過去３年間（令和元年度から令和３年度まで）の決算状況が、営業活動（通

常の事業運営）に基づく赤字でないこと。 

     なお、一時的な特別損失等の事由により赤字が生じた場合は相談に応じます。 

（４）その他 

ア 事業者説明会（Ｐ．１１参照）に参加していること。 

イ 既存の障害福祉サービス事業所（（２）の※に記載するサービスを提供する事

業所）等において、指導監査等により指摘を受けていない、又は改善済みであ

ること。 

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当しないこと。 

エ 東京都競争入札参加有資格者指名停止等取扱要綱（平成１８年４月１日１７

財経総第１５４３号）に基づく指名停止期間中でないこと。 

オ 東京都暴力団排除条例（平成２３年３月１８日条例第５４号）第２条に規定

する暴力団、暴力団員又は暴力団関係者ではないこと。 

カ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第

１４７号）第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体に所属し又は関

与していないこと。 

 

４ 貸付予定地 

（１）所在地 

《地番》東京都調布市西町２９０番７、 

東京都府中市朝日町三丁目１７番３（２筆） 

※「現地案内図」（Ｐ．２５）を参照 

（２）最寄駅 

京王線「飛田給駅」下車 （徒歩もしくはバス利用） 

徒歩１５分 

京王バス 多磨駅行き（福祉園経由）「警察学校東門」下車 徒歩３分 

西武多摩川線「多磨駅」下車 （徒歩もしくはバス利用） 
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徒歩２０分 

京王バス 飛田給駅北口行き（福祉園経由）「警察学校東門」下車 徒歩３分 

（３）敷地面積 

都有地約 686.85 ㎡（現況：更地） 

※「地積測量図」（Ｐ．２６）を参照 

（４）主な用途地域等 

用途地域 第一種住居地域 

建ぺい率の最高限度 ６０％ 

容積率の最高限度 ２００％ 

防火地域  準防火地域 

日影規制 ４時間／２.５時間（測定面４ｍ） 

高度地区 第２種高度地区（府中市） 

25ｍ第 2 種高度地区（調布市） 

（５）その他関連法令 

「７（１）遵守すべき法令等」を参照の上、十分確認をしてください。 

（６）現地の見学 

現況を確認することはできます(土地内への立ち入り禁止)。応募に当たっては、

事前に予定地周辺の状況等を確認してください。その際、路上駐車等で近隣の住民

や施設に迷惑のかからないよう配慮してください。 

（７）その他 

ア 当該都有地の地下には、地中埋設物が確認されています。地中埋蔵物に関す

る詳細については、令和４年１０月２１日（金曜日）に開催予定の事業者説明

会において情報提供します。 

イ 当該都有地（調布市西町２９０番７及び府中市朝日町三丁目１７番３）は埋

蔵文化財包蔵地に指定されております。工事着手前に、埋蔵文化財発掘調査の

実施手続を行ってください。手続は全て借受者の負担により行っていただきま

す。 

なお、埋蔵文化財が判明した場合には、今後の対応について協議を行うこと

とします。 

 

５ 貸付条件等 

借受者は、以下の条件により都と借地借家法（平成３年法律第９０号）第２２条に

規定する定期借地権設定契約を締結するものとします。 

（１）貸付期間 

５０年 

（２）貸付開始時期 

借受者の決定後、契約を締結し、貸付けを開始します。ただし、本事業所の建設

に当たって施設整備費の補助を利用する場合には、契約締結の前に補助決定の内示
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を受けていることが必要です。 

（３）貸付料 

定期借地権設定契約の締結時点において、土地の評価をした上で、貸付料を決め

ます。 

なお、当該都有地に限っては、通常に算定された額から７５%の減額を行います。 

（４）保証金 

貸付料の３０か月分（利息を付さないものとします。） 

なお、（11）の規定により、貸付料が増額改定された場合には、改定後の貸付料

を基に新たな保証金を算出し、既納の保証金との差額を追加で納付していただきま

す。 

また、「都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（障害）」第１２

条第３項の規定により、保証金を免除とする場合があります。 

（５）支払方法 

ア 貸付料 

都が発行する納入通知書により、四半期ごとに支払うものとします。貸付料

の起算日は、契約により定めます。起算日が月の途中になった場合には、その

月の貸付料は、一月当たりの使用料を当該月の日数で除した額を一日の使用料

とするものとし、当該月の使用日数を乗じて算出します。 

なお、貸付料の支払いが遅れた場合には、東京都公有財産規則（昭和３９年

東京都規則第９３号）第３８条の２の規定により計算された額の延滞金を徴収

します。 

イ 保証金 

納付する限りにおいては、都が別途指定する日までに支払うこととします。 

（６）借地権の登記 

借地権の設定登記はできません。 

（７）用途の指定 

借受者は、当該都有地を「２公募施設及び規模等」に定める障害福祉サービス事

業所として使用しなければなりません。 

なお、都の承諾なく目的外に利用した場合や、第三者に転貸した場合は、借受地

を原状回復の上、返還していただきます。 

（８）施設整備 

当該都有地で事業を行うために必要な施設、設備等は、借受者の負担で設置して

ください。 

なお、施設整備費の補助を利用する場合には、別途補助協議が必要になります（「６

整備費補助（予定）について」参照）。 

（９）維持管理 

施設、設備等の維持管理に係る費用は、借受者が負担することになります。 

また、当該敷地内にある既存樹木の維持管理、枝の剪定等に係る費用も事業者が
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負担することになります。草刈、枝の剪定等を適宜行い、周辺環境に十分配慮した

維持管理を行っていただきます。 

（10）土地の返還 

貸付期間満了のとき、借受者側の理由により賃貸借契約を解除したとき又は都に

より賃貸借契約が解除されたときは、直ちに借受者の負担により当該都有地の施設、

設備等の撤去等を行い、原状に回復させ、返還することになります。 

（11）貸付料の見直し 

ア 都は貸付料について、土地の引渡しの日から、原則として３年ごとに改定で

きることとします。 

なお、改定賃料は、賃料改定年の前年の年平均の総務省統計局発表の消費者

物価指数と従前の賃料決定時の前年の年平均の総務省統計局発表の消費者物価

指数とにより算出するものとします。 

イ アにかかわらず、貸付料が土地価格の変動等により、又は近隣の土地の貸付

料と比較して不相当となった場合、あるいは貸付対象施設に関する補助制度の

変更等の状況の変化があった場合には、都は貸付料を改定することができるこ

ととします。 

（12）その他 

契約の解除その他の事項については、都が定める契約書によります。 

 

６ 整備費補助（予定）について 

障害者（児）施設整備費補助 

本事業は、令和６年度障害者（児）施設整備費補助の補助協議対象となります。

補助協議に際しては、関係法令等及び東京都が定める「障害者（児）施設整備基本

指針」、「社会福祉施設整備費補助対象法人審査要領」等に適合し、都における審査

で事業の妥当性、法人の適格性当について適当と認められる必要があります。 

参考として令和４年度の補助内容をお示しします。事業計画作成に当たっては、

下記単価を参考にしてください。 

なお、実際の交付単価を保証するものではありませんので、御注意ください。 

また、借受者としての選定は補助内示を保証するものではありません。 

（１）補助基準額 

区 分 補助基準額 

生活介護 

 

 

本体工事費（定員１人当たり） ４，８２０千円 

重度化等対応加算Ⅰ（定員 1 人当たり） ３５０千円 

重度化等対応加算Ⅱ（定員 1 人当たり） ２７０千円 

短期入所 

 

短期入所整備加算（定員 1 人当たり） ３，３００千円 

短期入所整備重度化等対応加算（定員 1 人

当たり） 

６７５千円 

（２）補助金交付額 
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対象経費の実支出額に補助率を乗じて得た額と、上記補助基準額とを比較してい

ずれか少ない方の額（１，０００円未満切り捨て） 

（３）補助金協議等スケジュール（予定） 

令和５年 ６月頃  都へ事業計画書提出 

１０月頃  都へ補助事業協議書提出 

１２月～  審査 

令和６年 ３月頃  国へ協議 

７月頃  補助金内示 

８月以降 土地貸付契約締結（着工までに） 

施設整備事業に関わる入札 

工事請負契約締結・着工 

 

７ 施設整備及び運営に関する基本的事項 

施設の建築、運営に際しては、それぞれ該当する以下の法令等及び条件を遵守して

いただきます。 

なお、施設整備に関する補助制度の利用を予定する場合には、それぞれの補助基準

に合致した計画であることが必要です。（「６ 整備費補助（予定）について」参照） 

（１）遵守すべき法令等 

ア  障害者総合支援法 

イ  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）及び関係法令 

ウ  東京都建築安全条例（昭和２５年東京都条例第８９号） 

エ  消防法（昭和２３年法律第１８６号）及び関係法令 

オ  下水道法（昭和３３年法律第７９号）及び関係法令 

カ  労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び関係法令 

キ  建築物のエネルギー消費性能の向上に係る法律（平成２７年法律第５３

号） 

ク  障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２

３年法律第７９号） 

ケ  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５

号） 

コ  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第

91号） 

サ  東京都障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成２

４年東京都条例１３５号） 

シ  東京都障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例施行規則

（平成２４年東京都規則１７１号） 

ス  東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関す
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る条例（平成２４年東京都条例第１５５号） 

セ  東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関す

る条例施行規則（平成２４年東京都規則第１７５号） 

ソ 東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例（平成３０年条

例第８６号）（平成30年10月1日施行） 

タ  東京都福祉のまちづくり条例（平成７年東京都条例第３３号） 

チ  東京における自然の保護と回復に関する条例（平成12年東京都条例第２１

６号） 

ツ  東京都景観条例（平成1 8年東京都条例第１３６号） 

テ  東京のしゃれた街並みづくり推進条例（平成１５年東京都条例第３０号） 

ト  高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例（建築物バリ

アフリー条例）（平成１５年東京都条例第１５５号） 

ナ  府中市地域まちづくり条例(条例第18号)(平成15年9月24日) 

ニ  府中市地域まちづくり条例施行規則(規則第35号)(平成15年12月19日) 

ヌ  府中市景観条例(条例第23号)(平成19年12月25日施行) 

ネ  府中市景観条例施行規則(規則第61号)(平成19年12月28日施行) 

ノ  府中市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例(条例第

29号)(平成6年12月13日) 

ハ  府中市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例施行規則

(規則第11号)(平成7年3月31日) 

ヒ  府中市下水道条例（条例第３４号）（昭和４４年１０月９日） 

フ  府中市下水道条例施行規則（規則第１５号）（昭和４４年１０月３１日） 

ヘ  府中市開発事業に関する指導要綱（平成１５年１２月１７日） 

ホ  調布市ほっとするふるさとをはぐくむ街づくり条例（平成16年９月22日

条例第18号）及び関係法令 

マ  調布市景観条例（平成 25 年 3 月２７日条例第 7 号）及び関係法令 

ミ  調布市自転車等の駐車対策の総合的推進に関する条例（平成９年 12 月 18

日条例第 22 号）及び関係法令 

ム  調布市福祉のまちづくり条例（平成９年３月21日条例第５号）及び関係法

令  

メ  調布市下水道条例（昭和４７年４月１日条例第２４号）及び関係法令 

モ  調布市雨水浸透施設設置基準 

ヤ  その他関係法令、条例、規則等 

（２）施設整備に関する条件 

ア 施設建設に当たっては、地域住民に対し十分な説明を行うとともに、誠実に

対応してください。ただし、本公募による借受者として選定されるまでは、都
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又は三市が主催する場以外で、個別に地域住民に対する説明や調整等は行わな

いでください。 

イ 地域の状況を把握し、周辺環境と調和した建物としてください。 

ウ 提供するサービスの利用者像やプライバシーに配慮した居室等の整備を図っ

てください。 

エ 東京都が定める「障害者（児）施設整備基本指針」、「社会福祉施設整備費補

助対象法人審査要領」及び各事業の審査基準等に適合する整備計画を提案して

ください。 

オ 消防設備の設置に関する消防庁の指導を遵守してください。特に自動火災報

知設備、消防機関へ通報する火災報知設備及びスプリンクラー設備の消防用設

備を設置してください。 

また、避難対策のため、各室に面したバルコニーを設置し、適切な避難がで

きるよう配慮ください。 

カ 本計画地北側は民間事業者が運営する知的障害者援護施設、西側は特別養護

老人ホーム、南側は接道しています。 

キ 東側の都有地においても同時期に障害者施設整備が予定されております。

施工に際しては、各工事の関係者間で必要な調整を行ってください。 

ク ライフラインについては、東京都水道局等の各ライフライン企業者と協議の

上、借受者又は各ライフライン企業者が新たに敷設してください。 

また、隣接する都有地内にライフラインを敷設する場合は、都と協議が必要

となり、土地の使用料負担が発生することとなります。 

ケ 接道からの出入口の設置について、位置及びガードレール等の撤去、修復等

及びそれらに係る費用については道路管理者と協議してください。 

コ 通所・利用者家族等が利用する駐車場及び駐輪スペースを設けてください。 

サ 施設整備に当たっては、都及び三市と協議を行うとともに、都及び各市から

指導があった場合には、これに従ってください（設計等の変更対応をしていた

だく場合があります。）。 

（３）運営に関する条件 

ア 基本協定の締結 

借受者決定後、提案された事業を確実に実施していただくために、三市と借

受者との間で協議を行った上で基本協定を締結していただきます。 

イ 事業実施期間 

本公募に基づいて整備する施設は、都と三市がやむを得ないと認める事情が

ある場合を除き、貸付期間満了まで継続して事業を実施していただきます。 

ウ 地域の社会資源としての役割 

日常的に地域との交流を図るなど、近隣住民と友好関係を構築し、地域に開

かれた運営を行ってください。 

エ 福祉サービス第三者評価 
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福祉サービス第三者評価を３年に１度以上受審してください。 

（４）三市による財政支援の条件 

当該都有地に整備する施設は、現行の給付費制度における報酬や国等の補助制度

を活用しても、民間参入が進まない分野であるため、毎年度の運営費及び建設費（国

補助対象以外）の償還分について、三市による財政支援を行います。財政支援の規

模は、各市予算の範囲内であることはもとより、施設の運営状況（収支見込み及び

利用実績等）及び中長期的の事業展望を踏まえ、三市との協議により決定するもの

とします。 

 

８ 事業者説明会 

本事業についての説明会を開催します。応募を予定（検討を含む。）している事業者

は、必ず事業者説明会に参加してください。 

（１）日時 

令和４年１０月２１日（金曜日）午後１時３０分から午後２時３０分まで 

（２）会場 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都庁第一本庁舎３１階３１A 会議室 

（３）内容 

ア 公募要項について 

イ その他 

（４）申込方法 

令和４年１０月１４日（金曜日）午後５時までに、別添「事業者説明会参加申込

書」（Ｐ．１９参照）を下記アドレスまでメールにより提出してください。 

 

（送信先）東京都福祉保健局障害者施策推進部施設サービス支援課 

生活基盤整備担当宛 

S0410819＠section.metro.tokyo.jp 

 

    ※メールの件名は「【法人名】10 月２１日事業者説明会参加申込」としてください。 

    （例）【社会福祉法人〇〇会】10 月２１日事業者説明会参加申込 

※メール送信後、必ず電話にてメールの到達確認をしてください。（午前９時３０分

から午後５時まで。ただし、土曜日、日曜日を除く。）。 

（５）その他 

   説明会には、公募要項・様式をお持ちください。 

 

９ 質疑及び回答 

（１）質疑者の資格 

「８ 事業者説明会」に参加した事業者とします。 



12 

 

（２）質疑の方法 

必要事項及び質疑の内容を別添「質問票」（Ｐ．２０参照）に記載の上、メールに

より提出するとともに、必ず電話にて到達確認をしてください。これ以外の方法（電

話、訪問等）による質問はご遠慮ください。 

質問については、法人内で精査し、取りまとめの上、提出してください。 

（３）受付期間及び送付先 

   ア 受付期間 

     令和４年１０月２７日（木曜日）から１０月３１日（月曜日）まで 

     ※ 最終日午後５時までに受信したものを有効とします。 

     ※ 必ず電話にて到達確認をしてください（午前９時３０分から午後５時ま

で。ただし、土曜日、日曜日を除く。）。 

（４）回答の方法 

令和４年１１月下旬を目途に、全ての質疑回答書を「８ 事業者説明会」に参加

した事業者に送付します。質疑回答書は、公募要項と一体のものとして、要項と同

等の効力を有するものとします。 

１０ 応募申込書類の提出 

本公募への申込を希望する事業者は、次により応募申込書類を提出してください。 

都にこれらの書類を提出した事業者を応募申込者とします。 

（１）提出書類 ・ 日時及び場所 

提 出 書 類 提出日時及び場所 

① 応募申込書 

② 担当者連絡先 

③ 法人定款 

④ 法人登記事項証明書 

⑤ 印鑑証明書 

⑥ 法人の沿革・概要 

⑦ 決算書関係等 

【詳細は、Ｐ．２１参照】 

 

① 日時 

令和４年１２月２日（金曜日）から 

１２月６日（火曜日）まで 

ただし、土曜日、日曜日を除く。 

時間：午前９時３０分から午後５時まで 

※提出に際しては、電話予約の上、来庁願い

ます。 

②場所 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都庁第一本庁舎３１階中央 

東京都福祉保健局障害者施策推進部施設サ

ービス支援課生活基盤整備担当 

電話： ０３（５３２０）４１５２ 

（２）提出部数・綴り方 

ア 正本２部 

提出書類は、ファイル（Ａ４・縦型・左綴じ）で綴り、表紙及び背表紙に事

業名・法人名を記入し、各書類番号を記載したインデックスを付して提出して
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ください。 

様式等詳細は、Ｐ．２１を参照してください。 

   イ 副本３部  

ファイルの表紙を含めて全ての書類に法人が特定できる名称、ロゴマーク等

は一切使用しないでください。 

ファイル（Ａ４・縦型・左綴じ）で綴り、各書類番号（P．２１を参照）を記

載したインデックスを付して提出してください。 

決算書類等の名称が記載されている書類については、黒マジック等で名称 

部分を塗抹してください。 

ウ CD-ROM２枚 

 

１１ 借受申請書類の提出 

応募申込者は、次により借受申請書類を提出してください。 

都にこれらの書類を提出した事業者を応募者とします。所定の期間内に申請書類

が提出されなかった場合には、応募を辞退したものとみなします。 

「１２ 事業運営に関する提案内容」、「１３ 建築に関する提案内容」に沿って

提案してください。 

提出締切日以降の計画内容の変更は受け付けません。 

（１）提出書類・日時及び場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）書類作成上の留意点 

ア 提出部数・綴り方 

（ア）正本２部 

ファイル（Ａ４・縦型・左綴じ）で綴り、表紙及び背表紙にタイトル・法人

名を記入し、各書類番号を記載したインデックスを付して提出してください。 

（イ）副本３部 

提出書類 提出日時及び場所 

① 借受申請書 

② 事業計画 

③ 図面等 

④ 詳細計画 

⑤ 預金残高証明書 

⑥ 理事会議事録 等 

 

※ 詳細は、事業者説明会

参加申込者に別途配布 

 

（１）提出日時 

  令和４年１２月２１日（水曜日）から 

１２月２３日（金曜日）まで 

  時間：午前９時３０分から午後５時まで 

  ※提出に際しては、電話予約の上、来庁願います。 

（２）提出場所 

  東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都庁第一庁舎３１階中央 

  東京都福祉保健局障害者施策推進部 

施設サービス支援課生活基盤整備担当 

  電話：０３（５３２０）４１５２ 
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ファイルの表紙を含めて全ての書類に法人が特定できる名称、ロゴマーク等

は一切使用しないでください。 

また、副本は、上記（１）の提出書類欄の②から④までについてのみ作成し

てください（詳細は、別途配布する記載要領等を参照）。 

ファイル（Ａ４・縦型・左綴じ）で綴り、書類名にインデックスを付して提

出してください。 

   （ウ）CD-ROM２枚 

イ 追加書類の提出・ヒアリングの実施 

都及び三市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求め、又はヒアリングを

実施することがあります。 

ウ 著作権の帰属等 

応募申込書類及び借受申請書類等の著作権は、応募申込者及び応募者に帰属し

ます。ただし、都及び三市は、借受者の公表等必要な場合には、応募申込書類及

び借受申請書類等の内容を無償で使用できるものとします。 

なお、提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

エ 費用の負担 

本公募に関し必要な費用は、応募申込者及び応募者の負担とします。 

オ 使用言語及び単位 

提出書類における言語は日本語、単位はメートル法を使用することとします。 

カ 資料の取扱い 

都及び三市が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的での使用を禁じます。

また、この検討の目的の範囲内であっても、都及び三市の了承を得ることなく、 

第三者に対して、これを使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 

 

１２ 事業運営に関する提案内容 

応募を希望する事業者は、「７ 施設整備及び運営に関する基本的事項」を参照の

上、以下の項目に従って提案してください。 

（１）運営理念・方針 

本事業所の運営理念・方針を提案してください。 

（２）施設の名称 

利用者及び地域に分かりやすく親しみやすい施設名称を提案してください。 

（３）サービス内容 

下記について、具体的な提案を行ってください。 

ア （１）で記述した運営理念・方針を踏まえ、利用者本位の視点に立った具体

的なサービス内容（利用者の意向、適性、障害特性に沿った支援、その他必要

な医療並びに日常生活上の世話、など）について、その考え方及び具体的なサ

ービス内容とともに、設備なども提案してください。 

イ 入浴方法 
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ウ 食事内容、栄養管理及び提供方法、食物アレルギーへの対応 

（４）通所・利用者について 

ア 通所・利用者保護 

通所・利用者支援の基本的な考え方及び次の４点を中心とする具体的な方策

を提案してください。 

（ア）選択の支援、権利擁護・・・契約の適正化の確保、日常生活上の自己

決定の支援、プライバシーの配慮等 

（イ）苦情解決の仕組み・・・・・事業所内での苦情処理等 

（ウ）個人情報保護・・・・・・・利用者の個人情報管理等 

（エ）事業の透明性の確保・・・・情報公開等 

イ 通所・利用者の費用負担 

本施設の居住費、食費、日常生活費について、算出根拠及びその考え方を説

明してください。 

ウ 通所・利用者に配慮した施設整備の考え方を説明してください。 

（５）衛生管理・感染症対策 

食中毒や感染症対策等の衛生管理に関する考え方及び具体的な対応策を提案し

てください。 

（６）事故防止 

事故防止に関する考え方及び具体的な対応策を提案してください。 

（７）災害対策 

災害時の利用者の安全確保の方策や周辺施設等との連携を含め、災害対策に向け

た取組について、具体的に提案してください。 

（８）家族との交流・連携について 

利用者の家族と交流・連携を図る手段について、具体的に提案してください。 

（９）地域住民との交流・連携について 

ボランティアの受入れや地域と連携したイベントの実施など、具体的に提案し

てください。 

（10）職員について 

ア 職員配置・勤務体制 

施設を運営する上での職員の採用及び配置に対する考え方を説明してくださ

い。 

あわせて、経験者と未経験者の比率、常勤非常勤の割合、本施設における職

員給与、職員の勤務体制及び職員採用方法等について、現在の都内の状況を踏

まえた上で、具体的に提案してください。 

イ 管理者・職員 

本施設の管理者及び職員に求める資質や経験・資格等について明記してくだ

さい。 

ウ 職員のスキルアップ 
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職員のスキルアップのために現在行っていること及び本施設において行う具

体的な方策を提案してください。 

エ 職場環境 

職員の声を施設運営に反映する仕組み等、良好な職場環境作りについて、考

え方や具体的な方策を提案してください。 

（11）協力機関等 

バックアップ施設等との連携体制、協力医療機関等との連携体制等を具体的に

提案してください。 

（12）資金計画・収支計画について 

都が指定した様式に従い、収支シミュレーションを作成し提出してください。 

 

１３ 建築に関する提案内容 

（１）新施設の概要 

ア 施設整備の設計上の考え方（運営理念・方針との整合性の観点から提案して

ください。） 

イ 設計上の工夫 

設計上の考え方及び提供するサービスの利用者像やプライバシーに配慮した

設計上の工夫などについて明記してください。 

（２）設計に関する提案 

ア 設計に関する提案は、配置図、平面図、立面図等を用いて行ってください。 

イ 障害福祉サービス事業所の設計に関する基本的な考え方を述べた上で、図面

上に意図や趣旨等を記載してください。また、重度障害者（児）に対応するた

めに講じた内容や安全対策のために講じた内容について説明してください。 

ウ １２で記述した提案内容と設計上の対応関係を、図面に記載してください。 

（３）設計に当たっての留意事項 

ア 近隣に与える影響に十分配慮してください。 

イ 緑化について、十分に配慮してください。 

（４）注意事項 

ア 設計に当たっては、法令・条例等に留意し、その定めに従ってください。特

に各種斜線制限には十分注意してください。 

また、国、都及び三市等から指導があった場合も同様とします。設計により

調布市及び府中市との協議が必要になります。「建築に関する相談事項と問い

合わせ先」（Ｐ．２２参照）を十分に確認してください。 

イ 防火設備の設置に関する消防署の指導を遵守してください。 

 

１４ 借受者の決定方法 

（１）借受者の決定方法 

土地の借受者は、三鷹市による事業者選定委員会からの推薦を受けた三鷹市長か
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らの意見書に基づき、都有地等利用事業者選定審査会の審査により東京都福祉保健

局長が決定します。 

なお、審査の結果、借受者なしとする場合があります。 

また、借受者が事業の実施が困難となった場合は、再度審査会を開き、改めて借

受者の選定を行う場合があります。 

（２）審査基準 

都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業に関する利用事業者審査基準（Ｐ．

3８）のとおりです。 

（３）審査結果の通知 

審査の結果は令和５年 4 月下旬頃、文書で通知します。 

（４）借受予定者の公表 

応募の状況、借受者として決定した事業者名及びその提案内容の概要については、

東京都公式ホームページで公表します。 

原則として、借受者以外の応募申込者名、応募内容等は公表いたしません。 
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公募要項発表 

事業者説明会 

応募申込書提出期間 

 

質疑回答 

借受申請書類 

提出期間 

審査 

借受者の決定・発表 

施設整備費補助計画書提出 

施設整備費補助協議書提出 

賃貸借契約の締結 

代金の支払い・土地の貸付 

質疑受付期間 

公募・審査の流れ（予定） 

 

令和４年１０月６日（木曜日） 

 

 

１０月２１日（金曜日） 

 

 

     １０月２７日（木曜日）から 

     １０月３１日（月曜日）まで 

 

 

１１月下旬 

 

 

１２月２日（金曜日）から 

     １２月６日（火曜日）まで 

 

    

     １２月２１日（水曜日）から 

     １２月２３日（金曜日）まで 

 

 

  令和５年１月から 

３月まで 

 

 

      ４月 

 

６月中旬頃 

     １０月中旬頃 

 

 

令和６年８月以降 

    （施設整備費補助内示後） 

 

 

  

Ｐ．1１ 

Ｐ．1２ 

Ｐ．1１ 

Ｐ．1３ 
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東京都福祉保健局障害者施策推進部施設サービス支援課生活基盤整備担当 宛 

                 メール：S0410819＠section.metro.tokyo.jp 

電話：０３－５３２０－４１５２ 

 

事業者説明会参加申込書 

 

都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業 

調布市西町 290 番 7 外１筆（調布基地跡地） 

障害福祉サービス事業所（重度知的障害者等） 

 

【日時】令和４年１０月２１日（金曜日） 午後１時３０分から午後２時３０分まで 

【会場】東京都庁第一本庁舎３１階３１A 会議室 

 

法人名  

所在地  

担当者名  職名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

 

出席予定者 

（※１法人２名までとします。ご理解、ご協力をお願いします。なお、設計、建築等関係者のみの出席は不可です。） 

氏名  職名  

氏名  職名  

 

 

※ 電子メールにより１０月１４日（金曜日）午後５時までに提出の上、必ず電話にて

到達確認をしてください。 

※ メールの件名は「【法人名】10 月２１日事業者説明会参加申込」としてください。 

※ この事業者説明会への参加は、応募申込への前提条件となります。 

※ 説明会には、公募要項・様式をお持ちください。 

※ 調布市西町２９０番８外１筆（重症心身障害者等）の応募を予定（検討を含む。）し

ている場合は、申込書が異なりますのでご注意ください。どちらも応募する予定（検

討を含む。）の場合は、申込書を２枚ご提出ください。 
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東京都福祉保健局障害福者施策推進部施設サービス支援課生活基盤整備担当 宛 

         メール：S0410819＠section.metro.tokyo.jp 

電 話：０３（５３２０）４１５２ 

 

 

都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業公募要項 

調布市西町 290 番 7 外１筆（調布基地跡地） 

障害福祉サービス事業所（重度知的障害者等） 

 

質  問  票 
 

法人名 
 

連絡先電話番号  

メールアドレス  

担当者職・氏名  

 

※ 質問事項１件ごとに記入してください。質問数に応じて、行の追加・削除をしてください。 

No. 公募要項 

該当箇所 

質問内容 

１ 〇ページ 

〇行目 

 

２ 〇ページ 

〇行目 

 

３ 〇ページ 

〇行目 

 

４ 〇ページ 

〇行目 

 

５ 〇ページ 

〇行目 

 

 

※ 電子メールにより令和４年１０月２７日（木曜日）から１０月３１日（月曜日）午

後５時までに提出の上、必ず電話にて到達確認をしてください。 

 （ただし、土曜日、日曜日を除く。） 
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様式一覧（応募申込書類） 
 

№ 提出書類 様式 

応 

募 

申 

込 

書 

提 

出 

時 

必 
要 
書 

類 

１ 応募申込書 様式１ 

２ 担当者連絡先 様式２ 

３ 法人定款（最新のもの）  

４ 法人登記事項証明書（応募申込前３か月以内に発行されたもの）  

５ 
法人代表者の印鑑証明書（応募申込前３か月以内に発行されたも

の） 
 

６ 法人の沿革・概要 様式３ 

７ 事業所一覧 様式４ 

８ 役員名簿 様式５ 

９ 代表者の経歴  

１０ 法人運営に関する基本的な考え方・理念 様式６ 

１１ 
現在、実施している全ての施設に関する資料（特色及び事業概要

等、パンフレット可） 
 

１２ 既存運営施設の指導検査結果、改善報告書（過去３か年）  

１３ 既存運営施設の第三者評価「改善すべき事項」（過去３か年）  

１４ 

決算書（令和元年度から令和３年度まで） 

※社会福祉法人の場合は、貸借対照表、資金収支計算書、事業活

動収支計算書、財産目録を提出すること。それ以外の法人につ

いては、法令等により作成が求められている計算書類を提出す

ること。 

 

１５ 財務状況チェックシート 様式７ 
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建築に関する相談事項と問合せ先 

建築確認申請等について 

 当該用地は、府中市及び調布市の２市にまたがっているため、両市のまちづくりに関

する条例等の基準を満たす必要があります。したがって、両市の都市計画担当部署との

調整が必要になります。 

また、両市では、建築物や工作物の確認、許可及び指導を行っております。建築確認

申請、建築基準法上の道路種別の確認等については、両市の担当部署までお問い合わせ

ください。関係する部署の問合せ先は以下のとおりです。 

事業自体に関する問合せ先：東京都三鷹市野崎１－１－１  

三鷹市役所健康福祉部障がい者支援課 0422-29-9232 

府中市 調布市 

都市整備部 建築指導課 都市整備部 建築指導課 

業務内容 担当係 業務内容 担当係 

建築確認概要書
の閲覧に関する
こと 
確認済証・中間検
査済証・完了検査
済証等の交付に
関すること 
位置指定道路図
の写しの交付に
関すること 
違反建築物の調
査及び是正に関
すること 
建築リサイクル
法に関すること 

管理係 
042-335-4476、
4479 
（ダイヤルイン） 

建築基準法や関係
法令に基づく許可、
認定など 
建築物の建築確認
申請書などの審査 
建築物などの検査 
 

審査係 
042-481-7515 
（ダイヤルイン） 

建築確認申請の
審査及び検査に
関すること 
建築基準法の許
可及び認可に関
すること 
都市計画法第 53
条、第 65 条の許
可に関すること 
東京都建築安全
条例及びバリア
フリー法に関す
ること 

審査係 
042-335-4034、
4417 
（ダイヤルイン） 

違反建築物などの
調査、摘発、是正指
導 
建設リサイクル法
に基づく現場の実
態調査と違反現場
に対する是正指導 
建築確認申請など
の構造審査と設備
審査 

構造設備監察係 
042-481-7514、
7516、7517 
（ダイヤルイン） 
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府中市・調布市関係部課一覧 

府中市 調布市 

都市整備部 計画課 都市整備部 都市計画課 

業務内容 担当係 業務内容 担当係 

都市計画に関す
る相談 
開発行為や中高
層建築物等の指
導・協議 
近隣住民と建築
主との間の紛争
の調整 
景観の相談 

042-335-
4412 、 4334 、
4335 
（ダイヤルイン） 

街づくり条例に基
づく開発事業 

開発景観係 
042-481-7442
（ダイヤルイン） 

  

景観条例に基づく
届出など 
景観法その他景観
に関する法令に基
づく景観形成の推
進 

都市整備部 管理課 都市整備部 道路管理課 

業務内容 担当係 業務内容 担当係 

道路証明、境界証
明等に関する事
務 
道路と隣接する
土地の境界確定
の申請に関する
事務 

公共物管理係 
042-335-4794 
（ダイヤルイン） 

道 路 や 水 路 の 占
用、道路上での作
業や工事の許可申
請 
道路復旧費、道路
と水路の占用料の
徴収 

維持管理係 
042-481-
7405 、 7408 、
7409、7725 
（ダイヤルイン） 

道路占用許可申
請に関する事務 
道路使用許可願
に関する事務 

監察係 
042-335-4328 
（ダイヤルイン） 

道路と水路境界の
調査、査定 
道路に関する諸証
明の発行 

財産管理係 
042-481-
7406 、 7411 、
7571 
（ダイヤルイン） 
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府中市 調布市 

都市整備部 下水道課 都市整備部 下水道課 

業務内容 担当係 業務内容 担当係 

下水道に関する
こと 

042-335-4381 
（ダイヤルイン） 
〒183-0056 
東京都府中市寿町 
１－５ 
府中駅北第２庁舎 

排水設備の届出、
検査 

業務係 
042-481-
7229、7231 
（ダイヤルイン） 

文化スポーツ部 ふるさと文化財課 教育部 郷土博物館 

業務内容 担当係 業務内容 担当係 

埋蔵文化財に関
すること 

調査係 
042-335-4473 
（ダイヤルイン） 
〒183-0023 
東京都府中市宮町 
３－１ 
ふるさと府中歴史
館 

埋蔵文化財に関
すること 

事業文化財係 
042-481-7656 
（ダイヤルイン） 
〒182-0026 
東京都調布市小島
町 
３－26－２ 

特に住所の記載がない部課の住所： 
〒183-8703 
東京都府中市宮西町２－24 

特に住所の記載がない部課の住所： 
〒182-8511 
東京都調布市小島町２－35－１ 

 

上水道に関する問合せ 

東京都水道局 

府中サービスステーション 調布サービスステーション 

業務内容 担当係 業務内容 担当係 

給水装置図面の
閲覧／抄本の交
付、給水装置工
事に関すること 

〒183-0056 
東京都府中市寿町
３－４－６ 
042-340-5633 

給水装置図面の
閲覧／抄本の交
付、給水装置工事
に関すること 

〒182-0022  
東京都調布市国領町
７－29－５ 
042-443-2512 
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■ 現地案内図 

 

（京王線飛田給駅から徒歩１５分） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 味の素

スタジアム

○東京

外語大学

○警察

大学校

多磨駅

飛田給駅

武蔵野台駅

白糸台駅

西武多摩川線

京王線

スタジアム通り

○榊原記

念病院

事業予定地 
（東京都調布市西町２９０番７外１筆） 

 

府中市立特別養護老人ホームあ

さひ苑 

調布市立知的障害者援護施設 

なごみ・そよかぜ・すまいる 

調布市立特別養護老人ホームち

ょうふの里 

 

事業予定地 

※国土地理院発行電子国土基本図を使用 


